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食品中の 
放射性物質対策 「乳児用食品」「牛乳」の区分について【参考】 

牛乳 低脂肪乳 加工乳等 乳飲料 

「牛乳」の区分に含める食品 

■「牛乳」の区分に含めない食品 
  →「一般食品」として扱う 
乳酸菌飲
料 

発酵乳 チーズ 

■ 乳幼児を対象とした調製粉乳 
   フォローアップミルク等 
    の粉ミルクを含む 
 
 

■ ベビーフード 
 １歳未満を対象と 
 するもの 
 
  

■ 乳幼児用食品 
     おやつ等 

■ 乳幼児向け飲料 
  飲用茶に該当する飲料は飲料
水の基準を適用 

■ その他 
   服薬補助ゼリー、栄養食品等 
 

フォローアップ
ミルク

赤ちゃん用

たまごボーロ

７ヶ月から

ソフトせんべい

ベビーフード

離乳食
７ か月ごろ

のむ
ﾖｰｸﾞﾙﾄ

６ か月
ごろ～

ジュース

６ か月
ごろ～

赤ちゃん用
サプリメント

おくすりゼリー

■ 乳児用調製粉乳 粉ミルク

●健康増進法第26条第1項の規定に基づく特別用途表示食品 
 のうち「乳児用」に適する旨の表示許可を受けたもの 

●乳児の飲食に供することを目的として販売するもの 
 →消費者が表示内容等により乳児向け（１歳未満）の食品で
あると認識する可能性が高いものを対象とする。 

「乳児用食品」の区分に含める食品 

 ● 基本的な考え方 
  「乳児用食品」、「牛乳」の区分に該当する食品は下記の通り。 

厚生労働省「食品中の放射性物質の対策と現状について（概要）」より作成 

「乳児用食品」と「牛乳」については、それらの区分にどのような物が該当するのか少々
判断に迷うところがあるかもしれません。
この図で示される通り、牛乳を主成分に作られた製品（チーズや発酵乳など）でも、「一
般食品」の区分に含まれる物もあります。
「乳児用食品」は乳児の飲食に供することを目的として販売されるもので、消費者が表
示内容などにより乳児向け（1歳未満）の食品であると認識する可能性が高いものという
考え方に基づいて区分されています。

本資料への収録日：2013 年 3月 31日

関連Q&A
・4章QA18	 一般食品を使って離乳食を手作りした場合、その材料は 100 ベクレル /kg が基準値となり

ますが、手作りの離乳食よりも市販のベビーフードの方が安全ということでしょうか
・4章QA28	 「乳児用食品」をどのように見分ければいいのですか
・4章QA53	 乳児用食品の「乳児の飲食に供することを目的として販売する食品」とは何か、定義と範囲

を明確にしてください
・4章QA56	 食品の製品パッケージに、例えば「対象年齢：7か月頃から」や「対象年齢：9か月頃から

3歳頃まで」と表示している食品は、乳児用食品に含まれますか。また、「対象年齢：12か
月頃から」や「対象年齢：1歳頃から」と表示している食品は、乳児用食品に含まれますか

・4章QA58	 乳児用食品の範囲の説明の中で、「乳幼児を対象とした調製粉乳」、「乳幼児用食品」、「乳幼
児向け飲料」との記載がありますが、乳児と乳幼児の定義の違いはあるのでしょうか
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食品中の 
放射性物質対策 食品安全委員会による評価 

緊急を要するため、暫定規制
値を設定（平成23年3月17日） 

基準値の設定 
平成24年4月施行 

暫定規制値の維持を決定 
（平成23年4月4日） 

国際放射線防護委員会(ICRP)の実効線量10ミリシーベルト/年 
緊急時の対応として、不適切とまで言えない 

放射性セシウム 
5ミリシーベルト/年はかなり安全側に立ったもの 

緊急とりまとめ（平成23年3月29日） 

評価を要請 

評価結果をとりまとめ（平成23年10月27日） 

結果を通知 

結果を通知 

継続してリスク評価を実施 

食品安全委員会 厚生労働省 

厚生労働省、農林水産省、消費者庁 等 

・最大残留基準値(ＭＲＬ)の設定 
・規格・輸入基準の設定 
・検査、サーベイランス、指導等 

食品安全委員会 

・リスクの同定 
・ＡＤＩ，ＴＤＩの設定 
・リスク管理施策の評価等 

リスク評価 リスク管理 

 

リスクコミュニケーション 
消費者、事業者など関係者全員が相互に理解を深め、意見交換する 

食品安全委員会「「放射性物質に関する緊急とりまとめ」の図解」より作成 

食品安全委員会はリスク評価機関であり、食品中の危害物質の摂取による健康影響を、科学的知見に基づい
て、客観的、中立公正に評価する機関です。リスク管理機関（厚生労働省や農林水産省など）はリスク評価
結果に基づいて、食品ごとの規制値の設定など、リスク管理に関する政策を立案し実行します。リスク評価
機関とリスク管理機関は機能的に分担されている一方で、相互にじゅうぶんな情報交換が行われています。
下の囲みは、福島第一原発事故後の食品の放射性物質に関するリスク評価とリスク管理の経緯をまとめたも
のです。事故後、リスク管理機関の厚生労働省は、2011（平成 23）年 3月 17日に食品中の放射性物質の暫
定規制値を設定して、規制することとしました。この暫定規制値は、もともと原子力安全委員会の指針によ
り示されていた「飲食物の摂取制限に関する指標」を準用したものです。
通常、規制値あるいは基準値を設ける場合は、食品安全委員会でリスク評価を行い、その評価結果を踏まえ
てリスク管理機関が規制値の設定を行います。しかし、今回の事故による放射性物質に関しては、緊急を要
する事態であったため、リスク評価を受けずに定められたものであったことから、事後的に 3月 20日に厚生
労働大臣から食品安全委員会委員長に対して評価の要請が出されました。
これを受けて、食品安全委員会は計 5回の委員会会合を経て、2011（平成 23）年 3月 29日に「放射性物
質に関する緊急とりまとめ」として厚生労働省に通知しました。この緊急とりまとめを踏まえて厚生労働省は、
当面「暫定規制値」を維持するという決定をして、2012（平成 24）年 3月まで「暫定規制値」が適用されました。
食品安全委員会は、「放射性物質に関する緊急とりまとめ」の通知後も諮問を受けた内容について継続して
リスク評価を行い、2011（平成 23）年 10 月 27 日に評価結果を厚生労働省に通知しました。その後、厚生
労働省において、暫定規制値の見直しが行われ、新しい規制値が 2012（平成 24）年 4月から適用されました。

本資料への収録日：2013 年 3月 31日
改訂日：2014 年 3月 31日

関連Q&A
・4章QA5	 暫定規制値を厳しくしたということですが、これまでの暫定規制値の安全性についてはどのように考えて

いるのでしょうか
・4章QA6	 食品安全委員会の食品健康影響評価で、「生涯における追加の累積の実効線量でおおよそ 100 ミリシーベ

ルト以上で放射線による健康影響」とされていることとの関係は、どのようになっているのでしょうか
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